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〇
国
際
連
合
安
全
保
障
理
事
会
決
議
第
二
千

三
百
七
十
一
号
（
北
朝
鮮
に
よ
る
大
陸
間

弾
道
ミ
サ
イ
ル
（
Ｉ
Ｃ
Ｂ
Ｍ
）
級
弾
道
ミ

サ
イ
ル
発
射
等
に
関
す
る
決
議
）
に
関
す

る
件
（
外
務
二
八
八
）

〇
国
際
連
合
安
全
保
障
理
事
会
決
議
に
基
づ

く
資
産
凍
結
等
の
措
置
の
対
象
と
な
る
北

朝
鮮
の
核
関
連
、
そ
の
他
の
大
量
破
壊
兵

器
関
連
及
び
弾
道
ミ
サ
イ
ル
関
連
計
画
に

関
与
す
る
者
を
指
定
す
る
件
の
一
部
を
改

正
す
る
件
（
同
二
八
九
）

〇
国
際
平
和
の
た
め
の
国
際
的
な
努
力
に
我

が
国
と
し
て
寄
与
す
る
た
め
に
講
ず
る
資

産
凍
結
等
の
措
置
の
対
象
と
な
る
北
朝
鮮

の
核
そ
の
他
の
大
量
破
壊
兵
器
及
び
弾
道

ミ
サ
イ
ル
関
連
計
画
そ
の
他
の
北
朝
鮮
に

関
連
す
る
国
際
連
合
安
全
保
障
理
事
会
決

議
に
よ
り
禁
止
さ
れ
た
活
動
等
に
関
与
す

る
者
を
指
定
す
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る

件
（
同
二
九
〇
）

〇
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
第
十
六
条
第

一
項
又
は
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
く
財
務

大
臣
の
許
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

支
払
等
を
指
定
す
る
件
の
一
部
を
改
正
す

る
件
（
財
務
二
三
六
）
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〇
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
第
二
十
一
条

第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
財
務
大
臣
の
許

可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
資
本
取
引

を
指
定
す
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
二
三
七
）

〇
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
第
十
六
条
第

一
項
の
規
定
に
基
づ
く
経
済
産
業
大
臣
の

許
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
支
払
等

の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
経
済
産
業
一
九
三
）

〇
外
国
為
替
令
第
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
り
経
済
産
業
大
臣
が
指
定
す
る
外
国
為

替
及
び
外
国
貿
易
法
第
二
十
四
条
第
一
項

の
許
可
を
要
す
る
特
定
資
本
取
引
の
一
部

を
改
正
す
る
件
（
同
一
九
四
）
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